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日本における産業空洞化問題に対する企業行動の研究 
對於在日本有關産業空洞化之問題企業行動之研究 

高子原1
    堀高志2

    陳怡姍3 

要 旨 

近年，急激な円高の進行と貿易摩擦の回避政策によって日本企業の海外進出が盛んになってき

ている。また，生産拠点をアジア諸国に移転し，アジア全域に渡る国際分業体制を構築してきた。

しかし，日本国内では雇用・生産・技術空洞化への懸念が生まれてきている。こうした日本企業の

対外投資が急激に進展により，国内における産業空洞化問題に対する企業の戦略と行動はどうする

のか，本論文の主要な分析課題は二つある。第一に産業空洞化問題とは何か，空洞化現象，日本産

業空洞化の論議，及び日本企業海外進出行動による空洞化関連の説明原理と理論概要について分析

すること。第二に日本企業の国際分業が日本国内に引き起こす産業空洞化問題の関連性及びコント

ロールのための行政，企業による対応について検討することである。 

關鍵字：円高、貿易摩擦、生産拠点、国際分業、雇用、生産、技術空洞化、対外投資、産業空洞化 

摘 要 

近年來急速的日幣升值以及回避貿易摩擦之政策下，日本企業積極地進行海外直接投資。但是，

生產據點往亞洲各國外移後，雖然日本企業已在全亞洲建構了國際產業分工之體制，然而在另一方面

日本國內對於產業外移後國內雇用、生產、技術空洞化的憂心却孕育而生。 

像這樣日本企業的對外直接投資急速進展之下，對於在日本國內所面臨的產業空洞化問題，日本

企業的戰略以及行動如何來因應。本論文的主要的分析課題有二。第一是有關何謂產業空洞化、空洞

化現象是什麼、和日本對於產業空洞化的議論及日本企業海外投資行動導至空洞化有關的原理及理論

加以說明分析。第二是日本企業的國際產業分工所引發日本國內產業空洞化問題有何關連性、及為了

加以控制空洞化問題在行政上以及企業如何因應來加以探討。 

關鍵詞：日幣升值、生產據點、國際產業分工、對外直接投資 
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1.前言 

1985年プラザ合意以降、急激な円高の進行

と貿易摩擦の回避政策によって日本企業の対外

投資が急激に増加した。さらに比較的な優位産

業，全般でもそうした対外投資が加速してい

る。また，海外からの輸入の増加とそれに伴う

産業構造の調整圧力の高まり，などの諸問題も

深刻化している。特に近年は、生産拠点をアジ

ア諸国に移転し、安価な労働賃金を武器に国際

競争力を構築してきた。そして対外直接投資の

対象も、NIEs、ASEAN から中国大陸へとシフ

トするようになり、アジア全域に渡る国際分業

体制を構築してきた。 

このように日系多国籍企業の対外直接投資

が急激に進展したことにより，国内では雇用・

生産・技術空洞化の問題が懸念されるようにな

り，日本企業の戦略と行動は一体どうあるべき

かという問題が浮かび上がる。本論文では，ま

ず，日本産業空洞化の問題，空洞化の現象，及

び空洞化の論議，と日本企業の海外進出による

空洞化関連の理論展開を踏まえつつ，日本企業

の国際分業が国内に引き起こす問題の関連性に

ついて分析を行い，日本企業の戦略と行動はど

う対応すべきかについて検討をしていきたい。 

2.産業空洞化とは 

まず，「空洞化」とは何か，どんな現象かを

めぐって検討してみたい。先行研究からみると，

欧・米・日の多くの研究者が研究を進めてきた。

各論者の個々の認識の違いや専門分野などによ

って，解釈は多様に展開されている。いくつか

の括り方をしながら，できるだけ多くの論者の

議論に触れたい。 

まず，初期の 70 年代後半英国の Singh

（1977）は，一国の製造業が対外貿易とのバラ

ン ス を と れ な く な る の が 「 脱 工 業 化

（Deindustrialization）の現象」と説いた 1）。 

そして米国の Frank・Freeman（1978）らは，

企業が海外で現地生産を展開することによって

国内に相当の生産と雇用の空洞化を起こること

であると指摘した 2 ）。なお，米国の

Bluestone(1984)は，一国の製造業の基盤が持続

的に衰退，縮小することは，産業空洞化の現象

であると指摘する 3）。  

米国の研究は，日本の空洞化の研究にも大

きな影響を与えた。さすがに論者も多いが，で

きるだけ多くの論を眺め，概括して，分析に取

り込みたい。小島清（1989）は，広義の空洞化

とは脱工業化現象であり，狭義の空洞化を海外

直接投資が企業や産業，国民経済，などにもた

らすインパクトであると説く 4）。原正行（1992）

は，広義の空洞化を定義して，経済発展段階が

高度化するにつれて第１・２次産業の比重が低

下し,第３次産業の比重が上昇するサービス産

業化をあげ，狭義には直接投資を通じて生産が

海外に移転し国内の生産が縮小，弱体化するこ

とであるとした 5）。渡辺幸男（1993）は，空洞

化を日本国内を含めた東アジア全体を域内とみ

なす分業構造への再編成として捉えるべきで，

日系の機械工業完成品メーカーや部品メーカー

が大企業だけでなく，中堅企業も含め，東アジ

ア域内に，開発から生産の機を最も適した場所

に再配置する過程である，とする 6）。 

伊藤元重（1994）によると，生産拠点の海

外移転により国内の雇用が減少したり，国内の

技術開発力が低下するが 7），中村吉明・渋谷稔

（1994）の研究でも，空洞化は生産拠点が海外

へ移転することによって，国内の雇用が減少し，

生産技術の水準が停滞・低下することをいう 8）。

また，関満博(1995)は，「もう一つの産業空洞化

論」を掲げて，国や地域の産業基盤を「技術の

構造」から分析した「技術の空洞化」論を提唱

している 9）。 

井沢良智(1996)は，産業空洞化の現象とし

て４つをあげる。それは，①未熟練労働者等の

低賃金，②失業率の上昇，③技術水準の低下，

④貿易黒字の縮小である 10）。深尾京司(1997)，

天野倫文（2002）は，対外直接投資による国内

の製造業の縮小と非製造業の拡大の可能性が高

いことを製造業の空洞化である，とする 11）。

中村久人(2002)の空洞化の総括では，企業の国

内生産から国外生産への転換によりもたらされ

る国内生産の縮小によって，一国産業構造の内

部に短期間で大規模に生ずる混乱，特に生産設

備と労働力の大量の遊休状態である 12）。叶芳

和(2003)も，国内に新しい産業の目途がないま

ま，海外に生産拠点が移転し，国内の雇用や設

備投資の減少をもたらし，経済活動の水準を低

下させる現象をここでは「産業空洞化」と呼ぼ

うという。単純な定義ではあるが、多国籍企業

が利潤動機で海外進出しても，かりに国内の経

済活動に水準低下をもたらすならば，やはり「空

洞化」だろうとする 13）。 

また，小林英夫(2003)も，産業空洞化の現
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象は一国で国際競争力を失って，輸入は急激に

増加，輸出は急激に減少の打撃を受けた産業や

企業が消滅するか，あるいは海外移転を迫られ

国内工場を放棄せざるをえなくなるだけでなく，

それに代わる新産業の創出と産業高度化を生み

出さないまま，産業構造に空白が生じる現象で

あると指摘する 14）。比較的新しい論では，伊

丹敬之（2004)が，空洞化とは，国内の生産活動

が海外での生産活動によって代替される結果と

して起きる国内生産基盤の縮小を意味するもの

だとしている 15）。総じて伊丹は，楽観論を貫

いている論者といえる。  

産業空洞化という用語には，上述の先行研

究がさまざまな含意，語義を与えてきた。とこ

ろで，空洞化は，現象による分類と対象による

分類とに分けることができよう。現象による分

類は，広義の空洞化と狭義の空洞化に分けられ

るが，広義の空洞化は経済の発展段階が高まる

につれて，第２次産業の比重が低下し第３次産

業 の 比 重 が 上 昇 す る 脱 工 業 化

（De-industrialization），サービス化に見られる現

象である。狭義の空洞化は，貿易拡大や直接投

資を通じて国内生産部門が海外に移転し，国内

の製造業部門が縮小，弱体化すること意味内容

とする。一方，対象による分類では，企業レベ

ル，産業レベルに分けられ，企業レベルでは部

品や製品を海外の低賃金国から輸入し，自社の

ブランド・ネームをつけて国内で販売する

「Hollow Corporation」を内容とする。産業レ

ベルでは，各産業において海外生産にシフトす

ることによって，国内生産，国内設備投資が減

少するものである。しかし，現在に至るまで，

その定義のコンセンサスが形成されているわけ

ではない。上述の先行研究においても，定義は

実にさまざまであった。  

欧米における先行研究では，「脱工業化

（De-industrialization）」という用語が産業空洞化

に類似する用語として一般的に使用されてきた

が，その定義上の共通点は，一国において製造

業部門のシェアが低下することであった。これ

が広義の空洞化であるが、「脱工業化」それ自体

は，製造業部門の弱体化だけでなく，「ペティ・

クラーク（Petty・Clark）」によれば，経済成長

や所得水準の向上，製造業部門の発展に伴うサ

ービス需要の高まりを背景とするサービス産業

の急速な発展によっても，「脱工業化」は起こり

うる。日本の産業空洞化問題を取り扱った先行

研究も，一国のＧＤＰや就業者数に占める製造

業部門のシェア低下を産業空洞化とはみなさ

ず，「狭義の空洞化」，すなわち対外直接投資に

起因する製造業部門の弱体化を産業空洞化の定

義として採用している。製造業部門の弱体化

は，短期的な現象ではなく中長期的な現象でな

ければならない。 

以上をまとめて，本論文では「産業空洞化」

を「対外直接投資の増加により，国内製造業が

持続的に弱体化することで，国内で生産，雇用

の減少，技術水準の低下，貿易黒字の縮小，中

長期的に経済の成長力が低下すること」と定義

して考察を進める。つまり，「狭義の空洞化」を

採用したい。

表1 欧・米・日における産業空洞化に関する先行研究の概要 

研究者 年代 研究対象 概    要 

Singh 1977 英国 
一国の製造業が対外貿易とのバランスを取れなれなくなるのが「脱工業

化（Deindustrialization）の現象」である。 

Frank  

Freeman 

1978 

 
米国 

企業が海外で現地生産を展開することにより国内に相当の生産と雇用

の空洞化を引き起こすことである。 

Bluestone 1984 米国 
一国の製造業の基盤は持続的な衰退，縮小は産業空洞化の現象というこ

と。 

小島清 1989 日本 
広義の空洞化は,脱工業化現象であり,狭義の空洞化は,海外直接投資が

企業,産業,国民経済等にもたらすインパクトのこと。 

原正行 1992 日本 

広義の空洞化定義は，経済発展段階が高度化するにつれて第１・２次産

業の比重が低下し,第３次産業の比重が上昇するサービス産業化するこ

とであり,狭義は,直接投資を通じて生産が海外に移転し,国内の製造が

縮小，弱体化すること。 

渡辺幸男 1993 日本 

日本国内を含めた東アジア全体を域内とみなす分業構造への再編成と

とらえるべきであり，日系の機械工業完成品メーカーや部品メーカーが

大企業だけではなく中堅企業層も含め，東アジア域内に，開発から生産

の機能を最も適した場所に再配置する過程である。 
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伊藤元重 1994 日本 
生産拠点の海外移転により国内の雇用が減少したり，国内の技術開発力

が低下する。 

中村吉明 

渋谷稔 
1994 日本 

生産拠点が海外へ移転することによって，国内の雇用が減少したり，生

産技術の水準が停滞・低下する。 

関満博 1995 日本 
「もう一つの産業空洞化論」として，国や地域の産業基盤を「技術の構

造」から分析する「技術の空洞化」論を提唱している。 

井沢良智 1996 日本 

産業空洞化の現象として４つをあげている。それは，「①未熟練労働者

等の低賃金，②失業率の上昇，③技術水準の低下，④貿易黒字の縮小」

である。 

深尾京司 

天野倫文 

1998 

2002 
日本 

対外直接投資による国内の製造業を縮小させ，非製造業を拡大させる可

能性が高いことは製造業の空洞化である。 

中村久人 2002 日本 

企業の国内生産から国外生産への転換によりもたらされる国内生産の

縮小によって，一国産業構造の内部に短期間のうち大規模に生ずる混

乱，特に生産設備と労働力の大量の遊休状態である。 

叶芳和 2003 日本 

国内に新しい産業の目途がないまま，海外に生産拠点が移転し，国内の

雇用や設備投資の減少をもたらし，経済活動の水準を低下させる現象を

ここでは「産業空洞化」呼んでおこう。単純な定義である。多国籍企業

が利潤動機で海外進出した場合でも，かりに国内の経済活動水準低下を

もたらすならば，やはり「空洞化」と呼んでおこう。 

小林英夫 2003 日本 

産業空洞化の現象は一国で国際競争力を失って，輸入は急激に増加，相

対的に，輸出は急激に減少の打撃を受けた産業や企業が消滅するか，あ

るいは海外移転を迫られ国内工場を放棄せざるをえなくなるだけでは

なく，それに代わる新産業の創出と産業高度化を生み出さないままに，

産業構造に空白が生じる現象であるとする。 

伊丹敬之 2004 日本 
空洞化とは国内の生産活動が海外での生産活動によって代替される結

果として起きる。国内生産基盤の縮小であるとする。 

出所：筆者が整理，作成。

3.日本産業空洞化の論議 

前述したように，1985年のプラザ合意以降

の急激な円高（1985 年の円レートは１ドル＝

240 円から,1988 年に 130 円まで一気に上昇し

た）の進行と貿易摩擦の回避政策によって企業

の海外シフトが急増した。この動きに伴い日本

企業の多くが NIEs，ASEAN 諸国に工場機能を

移転した，逆に，NIEs，ASEAN 諸国は日本か

らの工場移管に伴い工業化が本格化した。日本

では，米国と同じく空洞化論が高まった。この

ときの議論は，第一次産業空洞化論と呼ばれる
16）。その後一時は鎮静化したものの，1993年以

後，円高（1993 年の円レートは１ドル＝125 円

から,1995 年に，―時に 80 円まで一気に上昇し

た）の更なる進行にともない「空洞化」問題が

再燃した。1990年代後半からの産業空洞化の議

論は，第二次空洞化論と称されている 17）。この

ときの空洞化現象の要因は，第一次産業空洞化

論とは異なっている。円高というより，中国が

新しい要因となった。中国の台頭に伴う国内工

場流失の問題である。特に 2000 年以降は，中国

のＷＴＯ加盟の動きを背景に中国への直接投資

が加速し，ハイテク製品にまで中国に進出する

企業がみられるようになった。一方，日本国内

では長期不況がつづき，失業率が５％台で高止

まりしていることも重なって，産業空洞化への

不安が高まったのである 18）。  

企業の国際化に関する研究分野では、直接

投資が本国の輸出や生産に対して代替的な効果

を持つのか、それとも補完的な効果を持つのか

が、１つの関心事であった。歴史を遡ると、1990

年代までは、対外投資の代替的側面、すなわち

直接投資の「ゼロサム」的な側面が、強調され

てきた傾向がある。しかし、理論的には直接投

資の本質は、むしろ「プラスサム」型の側面を

持っており、アジアへの生産展開による空洞化

を危惧するあまり、海外直接投資や何らかのか

たちでの国際化に向けた努力を怠った企業は、

本国で立地不適合を起こし、かえって競争力を

持続させることが困難になるという点が指摘さ

れるようになった 19）。  

4.日本企業海外進出行動による空洞化

関連の説明原理と理論概要 

4.1. 雁行形態論が特徴づけたアジアの発展

形態 

アメリカを起点とするプロダクト・サイク

ル・モデルに対して，アジアを舞台にする日本

企業の国際経営は，雁行形態として特徴づける
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ことができる。 

雁行とは雁の行列である。日本が先頭の雁

であるが，すぐその後に続くのは，アジア NIEs

の台湾，韓国，香港，シンガポールである。更

にそのあとに，マレーシア，タイ，フィリピン，

インドネシアなど、ASEAN が続き，中国，ベ

トナムが最後尾の、あるいは横に位置づけられ

る雁である。日本企業はアジアでの生産をこの

雁行形態の先頭に立って展開してきた 20）。 

赤松要（1956）の雁行形態論は，欧米諸国

を追いかけて経済発展した日本の経験から，後

発国が先発国の産業を取り入れながら発展する

際の後発国の産業発展のパターンを論じたもの

である。雁行形態論では，一国において「輸入

→輸入代替・国内生産→輸出」といった産業発

展のプロセスが，低次の産業から高次の産業へ

と次々に移行するとともに，こうした産業発展

が国際的なレベルでは先発国から後発国にも波

及する，と説明する。後発国では先発国から波

及してきた産業の発展を発展計画に採り入れよ

うとし、先発国はより高次の産業の発展を目指

すことになって，先進国と後発国の産業構造の

相互高度化が進むわけである 21）。 

 だが，アジアの産業発展を注意深くみる

と，より多様で複雑なパターンが存在する。広

角的，歴史的にアジアを振り返ると，日本が

1950年代，60 年代に先進国へのキャッチアップ

を開始した時期は，アジアにおいて日本のみが

突出して発展していた。これに続く過程は，日

本との関連が強く，70年代以降の円高によって

日本から NIEs に労働集約的産業が移転し，日

本の機械設備や基幹部品の輸入に依存すること

によって発展をたどった。これに対して 80年代

以降の ASEAN 諸国や中国の発展は，日本から

の直接投資と基幹部品輸入に加えて，NIEs から

の直接投資も加わっており，はるかに重層的な

発展をみせている。   

しかし，ASEAN 諸国は 80年代後半以降，

日本及び NIEs や欧米からの直接投資を積極的

に受け入れて経済発展を実現してきたが，90年

代に入って中国が日米欧 NIEs などの投資を大

量に受け入れるようになると、相対的に ASEAN

諸国への投資は落ち込んだ。また，近年では，

日本のハイテク製品（デジタルカメラ，デジタ

ルテレビ，家庭用ゲーム機など）や台湾のＩＴ

関連の製品（ノー卜ブックパソコン，マザーボ

ード，モニター，スキャナー，デジタルカメラ

など）は，中国の子会社で生産されている。雁

の行列は，中国は最後尾の位置から前のほうに

位置を変えてきたといってよい 22）。 

4.2. 比較優位理論の日本発信による国家利

益の説明 

小島清（1989）は，対外直接投資が投資国

の輸出・生産に与える影響は，投資の主体が自

国の比較劣位産業であるか，比較優位産業であ

るかによって変わり，その主体が比較劣位産業

であれば，自国の比較優位産業の輸出・生産が

促進される（リンケージ効果）と説明している。 

小島は，先進国・途上国という２国，Ｘ産

業とＹ産業という２つの産業を想定し，先進国

はＸ産業で比較劣位にあり，Ｙ産業で比較優位

をもつとする（途上国はその逆）。先進国の比較

劣位産業Ｘが途上国に投資すると，先進的な技

術が途上国のＸ産業に移転されることで，途上

国のＸ産業はより安い価格で当の製品を生産で

きるようになる。その結果，先進国の交易条件

が改善され，先進国のＹ産業の輸出が促進され

る。先進国のＸ産業の海外移転により遊休化し

た生産要素も，Ｙ産業の輸出・生産の拡大によ

って吸收され，空洞化は起こったとしても，一

時的なものにとどまる 23）。 

他方，先進国の比較優位産業であるＹ産業

が途上国に投資した場合，途上国のＹ産業の生

産改善により，先進国の交易条件が悪化するほ

か，対外直接投資をしたことによって，先進国

のＹ産業の輸出が途上国の生産で代替されるた

め，先進国のＹ産業は生産減を余儀なくされる。

また，先進国のＸ産業はもはや比較劣位にある

ため，生産を拡大することは難しい。その結果，

産業空洞化現象が長期化することになる 24）。 

小島は，国家利益の見地から，対外直接投

資理論の論証に取り組んだ。彼の理論をなぞる

ように，日本企業は 1970 年代から 1980 年代ま

での対外投資は，これらすべての中小規模の伝

統産業が，主として本国国内の高労働コスト・

悪化する投資環境や為替レート切り上げ，など

の回避の目的で行われたものであった。この種

の海外移転は，本国産業の衰退圧力を防御せん

とする海外移転であり，本国の経済力の向上や

国内産業の高度化に有効，有用である。産業空

洞化を招来する悪影響は少ない。しかし，1990

年代後半から，ＩＴ製品を中心とする比較優位

の電子・電器産業が行った対外大規模投資は，

このようなハイテクや川上部門が大規模な投資



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

全球商業經營管理學報 

第三期  100.09 

 

48 

 

で根こそぎ海外移転を行うと，産業空洞化の問

題を引き起こし，国内経済にマイナスの影響を

及ぼすことは避けられないということを意味し

ている。 

5.国際分業と産業空洞化との関連性 

国際分業という言葉は，さまざまな意味で

使われる。伊円ら(2004)は，国際分業とは企業

自体が国際的な生産体制を編成し，企業内外の

関係者を動かし分業を推進すること、と定義と

している 25）。天野倫文(2004)では，国際分業の

区別は，分業の範囲による区分と分業の方向に

よるそれとに区別されるとしている 26）。分業の

範囲による区別では，企業間・産業間分業と企

業内分業の二種類の分業に大別している。国境

を越えて産業連関上の機能分化が行なわれる場

合を産業間分業ないし企業間分業，企業内の事

業機能上の国際的な分化を企業内分業と呼ぶ。

また，分業の方向による区別として，サプライ

チェーンや価值連鎖上の垂直的機能分化（たと

えば，完成品と部品の分業，素材生産と部品加

工の分業）を垂直分業，製品市場をほぼ同じく

する製品や事業の間の水平的な機能分化（たと

えば，高付加価値・高価格帯製品と低付加価値・

低価格帯製品の分業）を水平分業と称している。 

分業の範囲による国際分業と産業空洞化の

関連がもっとも密なのは，企業内分業であろう。

たしかに，国際分業の形態で外国に工場を立地

すれば，その工場の生産分はたしかに国内で作

っていた生産を移転することになり，それだけ

でいえば，空洞化である。しかし，国際分業に

よる波及効果はさまざまに考えられる。たとえ

ば，海外に最終製品の組み立て基地を作るとし

て，その結果，海外市場での競争力が高まって

販売が伸びるならば，拡大した生産をまかなう

部品や素材，あるいは機械設備の供給を行うこ

とになる。その供給の大きな部分が国内から行

われるならば，結果として国内生産が拡大する。

その拡大効果が大きければ，最終組み立ての海

外移転を補ってあまりある生産基盤を国内に確

保することが可能かもしれない。これがどうな

るかは，国際分業を採った結果、国際的生産体

制の全体的な規模の拡大がどの程度，いかなる

部分に期待できるか，にかかるであろう。全体

として生産の規模が拡大しなければ，最終組み

立て部分が海外に移転した分だけ，国内生産は

減ることになる。しかし，国際的生産体制全体

から生み出される製品の国際競争力や海外市場

の拡大状況次第では，全体としての拡大も十分

考えられることである。 

企業内国際分業を行う企業自体の立場では，

そうした分業の効果として最終的に期待される

のは，企業自らの利益の拡大である。グローバ

ルに連結会計をした最終決算が企業の利益であ

る。また，国際分業によって企業が得られる効

果として，次の４つが大別あげられる。一つは

国際競争力の強化に活かせること，第二に国際

分業によって国内生産の高度化が進むこと，第

三に海外市場への対応力が強化され，第四に他

国企業の参入を阻止したり競争力の遅延効果が

期待できることである。こうした効果は国際分

業が生み出し，あるいは促すものと考えられる。 

ところで，分業の方向として捉えた国際分

業は，国内産業空洞化への影響について，水平

分業の方が空洞化へのマイナスのインパクト，

抑制効果が高いように思われる 27）。 

水平分業が国際間で進展する主な要因は，

国による比較優位にある。しかし，その比較優

位は劣位国が生産の経験を積むことによって，

やがて縮小，変化する可能性もある。製品とし

ての上級モデルは，価格が高くても需要そのも

のは小さいので，金額的には水平分業後の国際

生産額は縮小しかねない。つまり，分業で特化

した部分が拡大するシナリオにならない可能性

がある。さらに，低価格製品の分業先国で，現

地企業が類似製品で競争してくる場合には，現

地企業のほうが低価格帯で相当の生産量を確保

し，技術，営業力，などで向上を遂げることが

ある。生産経験という学習効果も，そうした比

較優位の移転を示すものである。やがて，高付

加価値製品の生産に手を染めるだけの技術，設

備，資金力などを高める可能性は高く，現にオ

ートバイなどにその例がある。 

近年では，高付加価値製品といえども技術

優位の国が競争に苦しむ事態は大ありである。

技術優位の国であればこそ，国内生産の縮小は

長期的に企業のノウハウ蓄積や技術の進歩，競

争力の停滞や低下を招きかねない。市場規模自

体が小さいので，付加価値が高くても，そこか

ら得られる利益に限界があり，研究開発と設備

投資に回す資金も不足する事態が生じる。ます

ます高額化していく研究開発を続ける余力は相

対的に弱まろう。 

これに対して，普及品の生産を大規模に行

う企業は研究開発と設備投資の資金源が豊かに
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なって，技術的にキャッチアップするスピード

は速く，やがて低付加価値製品の品質向上とい

うレベルを越えて，自ら高付加価値製品を作る

ようになる可能性さえある。 

既述の垂直分業と水平分業とを比べると，

垂直分業は基幹部品の生産を技術優位国でやる

工程間分業である。このタイプの分業では，最

終組み立ての部門を海外に移転することだけを

みれば，国内の空洞化につながりやすい。一方，

水平分業の多くのパターンでは，技術優位国の

企業が同じ製品分野で国内では高級品，あるい

は国内市場向け製品を，進出先国では低・中級

品，あるいは現地市場向けに特化する形態であ

る。しかし，優位の所在が変化して，後発国の

キャッチアップ現象がほぼ不可避になっている

ことが，水平分業の長期的な維持を難しくてい

る。つまり，技術優位国にとって，国内生産の

規模縮小につながりやすいのは，水平分業であ

るが，国内生産を拡大，安定化させる望ましい

分業は，垂直分業であるといえる。日本，台湾

などのアジア企業は，欧米企業に比べて，垂直

分業により積極的なのは，そうした事情のゆえ

であろう。 

6.産業空洞化コントロールのための行

政，企業による対応 

伊丹ら(2004）は，産業空洞化のコントロー

ルを企業や政府の努力によって国内における製

造業のプレゼンスを維持することとしている。

プレゼンスを具体的に測定するものとしては，

生産規模や雇用規模でイメージできる 28）。 

空洞化のコントロールは，主として企業に

よるコン卜ロールが議論の軸であるが，当然，

政府の産業政策の役割も大きい。たどえば，空

洞化しないようにインフラ整備，規制緩和，対

内投資の奨励，新産業の育成など，イノベーシ

ョンを促進して，国内が企業の立地にとって魅

力の高い適地であると納得できる政策をとるこ

とである。人件費の国際格差が大きいなかで，

一国がすべての産業において国内立地の魅力を

維持することは，容易ではなく，国際分業の原

則とも違う。 

政府の対応として課題となるコントロール

策は，空洞化の原因となりやすい海外からの政

治経済的圧力を水際で食い止める効果的な対策

である。もっとも安易な策は，海外企業の競争

圧力によって国内市場の需要が浸食されないよ

うに，輸入を何らかの形で規制することである。

海外の経済的圧力に対する対抗策としては，為

替政策がある。為替の異常な変動で国内企業が

不利にならないように，たとえば、過度のドル

高を阻止する為替市場への介入を柔軟に行うこ

とで，国内の生産基盤の維持を図るのである。

この政策は，長期的には人為的に為替レートを

誘導することはおそらく不可能であるが，短期

的にあまりにも急激な為替変動を避ける政策を

採ることには、行政主体としての責任と意義が

ある。 

企業による空洞化のコントロールには，大

きく分けて３つの対策があると考えられる。タ

イプとして，国内強化型，国際分業型，代替事

業進出型がそうである 29）。 

第一のコントロール型の国内強化型は，海

外生産品との競争力を国内産品がもつように，

国内において競争優位の経営努力を強化するこ

とである。現に日本のシャープのような成功事

例にあるように，強化の方策次第では，国内生

産の競争力が強化される結果，海外から国内に

回帰したり，海外からの輸入に対抗できる優位

な条件を確立したりするなど，国内の生産基盤

や雇用が維持，強化できたケースがある。三重

県亀山及び大阪の堺にクラスターとして強力な

拠点を育てているシャープの事例は，まさにこ

の国内強化型の典型といってよい。 

第二のコントロール方式である国際分業型

は，生産の海外移転を積極的，消極的に肯定，

ないし仕方のないものと考える国際分業の原則

容認の姿勢である。ただし，単純，性急に生産

の海外移転をせず，国内生産の基盤や技術蓄積

を維持・発展させることにも配慮しつつ，海外

移転のスピードや規模，パターンを決定する方

法である。原則論への慎重な配慮の導くところ，

単純な経済計算を超えたバランス，共存の道が

構築される可能性がある。このパターンでは，

海外への移転があると同時に，国内でも基盤が

維持されて，必然的に国際分業の体制の形がで

きあがる可能性がある。国際分業型の典型例と

してキャノンの例をみてみよう。キャノンはデ

ジタルカメラ・プリンター・複写機・放送映像

機器・半導体露光及び製造装置を扱う，業界で

も高いシェアを獲得している企業である。最近

では，日本の超優良企業の代表格とされること

も多い。キャノンでは，日本国内で低利益率化

した製品は海外で安い資源を利用して低コスト

大量生産を行い，それまでその製品に投入して
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いた国内資源は，さらに高級・高付加価値な製

品の開発・生産へと投入される（例えばプロカ

メラマン用のデジタル一眼レフカメラと放送映

像機器及び業務用複写機・半導体露光及び製造

装置）。高付加価値製品の生産を日本国内の軸と

する以上，海外での生産は低付加価値製品の枠

を越えないよう管理されている。これは典型的

な国際分業の例である。 

第三のコントロールにあげた代替事業進出

型は，生産の海外移転が避けられない分野では，

生産の海外移転が大規模に必要であることを最

初から受容して，他の事業分野で事業基盤や雇

用基盤を再確保することにより，国内での事業

活動を維持しょうとする経営戦略である。この

パターンでは，移転せざるをえない分野では空

洞化現象が起こるが，別の事業の拡大によって，

事業基盤と雇用基盤が補完され，確保される。

このコントロール・タイプで，既存事業と同じ

産業分野で代替的な基盤を確保する典型的な選

択は、同一，ないし類似分野での生産品目の転

換である。その一つの例として，ソニーをみて

みよう。ソニーは電機業界全体で海外生産移転

の動きが激しくなると，同様に海外生産を進め，

日本国内生産は高付加価値品に移行。さらにコ

スト競争が激しくなると日本国内工場を独立さ

せ別会社にし，競争力を高める。またその一方

で国内工場を外資系の製造專門会社に売却し，

そのまま生産を委託する部分もあった（台湾鴻

海社などの EMS メーカーの委託生産）。こうし

た戦略の結果として日本国内生産は減少するが，

保険や銀行などの金融ビジネスやソフト部門へ

の進出などソニーはサービス業へ積極的に進出

している（例えばソニー生命，ソニー銀行）。ソ

ニーの代替事業の進出は，この例の典型といっ

てよい。 

三つのコントロールは，ある事業のある製

品の生産を起点に据えれば，その起点からだん

だんと距離が遠くなっていくという３類型であ

る。国内強化型は，その起点にそのままとどま

ろうと努める型である。国際分業型では製品の

生産の一部を国内に残そうとする。代替事業進

出型は，さらに起点から距離があって，その起

点の周辺で事業基盤・雇用基盤を維持すること

はもはや諦め，別の事業に活路を見いだすこと

に挑もうとするタイプである。こうした空洞化

のコントロールで常に制御の中心にあるのは，

国内での生産基盤と雇用基盤をどうするかとい

うテーマである，といってよい。 

7.おわりに 

日本企業の生産拠点が海外移転によって国

内の産業構造の変化を招く現象，いわゆる「空

洞化」は，これまでに行われた研究の共通点を

以下のように集約できるであろう。第一に，ド

ル高，円高などによるコスト競争力の低下に伴

う輸入圧，輸出比率の低減，海外生産比率の上

昇などを通じて，国内生産が縮小する結果，製

造業をはじめとする国内の諸産業で雇用問題が

生じる可能性が大きいことである。第二に，生

産拠点の海外移転は，資本や技術などの国際間

移動が可能な生産要素が海外の生産拠点に流出

し，国内では生産要素の一つである労働力がサ

ービス産業に傾斜的に向かっていくことである。 

また，赤松要の雁行形態論及び小島清の国家

利益の見地からの比較優位理論について考えた

とき，彼らの理論をなぞるように，日本企業の

生産拠点の海外移転といった 1980年代までの

企業行動は，これらすべての中小規模の伝統産

業が，主として本国国内の高労働コスト・悪化

する投資環境や為替レート切り上げ，などの回

避の目的で行われたものであった。このような

海外移転は，本国産業の衰退圧力を防御せんと

する海外移転であり，本国の経済力の向上や国

内産業の高度化の進展に有効である。したがっ

て、生産拠点の海外移転が産業空洞化を招来す

る悪影響は軽微である。しかしながら 1990 年代

後半から，ＩＴ製品を中心とする比較優位の電

子・電器産業が主体となって行った対外大規模

直接投資は，このようなハイテクや川上部門が

大規模な投資で根こそぎ海外移転を行うと，産

業空洞化の問題を引き起こし，国内経済にマイ

ナスの影響を及ぼすことは避けられないという

ことを意味している。 

「空洞化」は、果敢に海外投資を実行した企

業で発生するというよりも、事前に十分な蓄積

と準備がないまま国際環境の変化に直面し、本

来必要な国際投資を実行し得なかった企業から

発生していることである。その意味で、本質的

に問題とされるべきは、海外進出そのものとい

うよりも、本国側のイノベーションの減速化、

経営戦略の立案力、企業組織の成熟化や硬直化

などであろう 30）。 

一国がすべての産業において国内立地の魅

力を維持することは，容易ではない。国際分業

によって企業が国際競争力の強化，国内生産の

高度化，海外市場への対応力の強化，他国企業

の参入の阻止を行っていくことが重要である。
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こうした企業行動の効果は国際分業が生み出し，

あるいは促すものと考えられる。それゆえ，今

後，日本企業側の空洞化へのコントロールは，

国内においては，本社機能の強化，製品の高付

加価値化，研究開発の向上，多角化などが，ま

すます重要な意味を持つことになる。つまりは，

比較優位を失いつつある分野，生産コストの削

減，競争優位の確保といった戦略を考慮したう

えで，中国大陸をはじめとしたアジア諸国との

リンケージを強化し、アジア諸国の活力を積極

的に利用した国際分業体制を構築していくこと

が，今後ますます重要になるのではないかと考

えられる。 
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